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今後の取組みについて 
 
 
１ 市登録文化財制度の創設 
  ・令和 3 年 4 月の文化財保護法改正により、地方公共団体による文化財の登録制度等が

新設され、本年 4 月より施行された。本市でも制度の創設を進め、わがまち自慢やま

ちおこしなどの起爆剤として、観光やまちづくりに役立てたい。 
   →加古川市文化財の保護に関する条例の改正 

→市登録文化財候補の整理（登録候補リスト作成の準備） 
 
 
２ 補助金交付制度の整備 
  ・指定文化財の修理や保存管理のために補助金交付の各種規定があるが、国・県・市の

各指定について整理が必要（補助金交付要綱、規則等との整合性含む） 
  ・予算確保の道－－具体的な目標をつくる 
   指定文化財の管理や修理等に要する経費の一部に対する補助制度の充実を検討中 
 
 
３ 文化財保存活用地域計画の策定 
  ・平成 31 年 3 月に「加古川市歴史文化基本構想」を策定したが、関連文化財群のつな

がりとまとまりを守り、育み、活用し、地域住民が中心となって、市の魅力向上と地

域活性化につなげるための具体的な計画が必要である。 
  ・「日岡山公園地区」 

再整備事業で注目される日岡山公園を中心とした区域に、日岡山古墳群の保存と活用

等を主とした計画の策定が必要と考えられる。 
  ・「鶴林寺地区」 

国宝や国の重要文化財が多数存在し、現在も国・県・市の補助を受け「鐘楼」や「護

摩堂」の修理が進んでいる鶴林寺を中心とした計画の策定が考えられる。 
  ・「寺家町・本町地区」 

旧加古川図書館や日本毛織社宅など近代建築物や、称名寺や春日神社などの神社仏閣、

「かわまちづくり」や寺家町商店街とのコラボレーションなどが考えられる。 
  ・その他 
   「西条古墳群」「教信寺」「平荘の石棺仏」「中道子山城周辺」なども候補地区である。 
 
 

- 1 -



(１) 無形文化財の登録制度

○ 文部科学大臣は、重要無形文化財に指定されていない無形文化財のうち、その文化財

としての価値に鑑み保存及び活用のための措置が特に必要とされるものを文化財登録原簿

に登録できることとする（登録に際し、保持者又は保持団体を併せて認定）。

(２) 無形の民俗文化財の登録制度

○ （１）無形文化財と基本的に同様の制度として新設する。

(３) 施行期日

○ 公布日から３月以内で政令で定める日

※ 新型コロナウイルス感染症により、多様な無形の文化財について、公演等の継承活動に

深刻な影響が生じていることから、迅速にこれらの無形の文化財の登録を進め、国によ

る保護の網をかけるとともに、予算措置等による支援を図る。

文化財保護法の一部を改正する法律の概要

概 要

１．無形文化財及び無形の民俗文化財の登録制度の新設

趣 旨

２．地方登録制度の新設

（１）概要
① 地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財等以外の文化財でその区域

内に存するもののうち、その文化財としての価値に鑑み保存及び活用のための措置が特に

必要とされるものを当該地方公共団体の文化財に関する登録簿に登録できることとする。

② 地方公共団体は、①により登録した文化財のうち適当であると思料するものについて、

文部科学大臣に対し、国の文化財登録原簿への登録を提案できることとする。

（２）施行期日
○ 令和４年４月１日

社会の変化に対応した文化財保護の制度の整備を図るため、無形文化財及び無形の民俗文化

財の登録制度を新設し、幅広く文化財の裾野を広げて保存・活用を図るとともに、地方公共団

体による文化財の登録制度及び文部科学大臣への文化財の登録の提案等について定める。

【登録の効果】
・保持者の氏名変更等の届出義務（罰則あり）
・保存・公開に要する経費の補助、指導助言
・登録無形文化財保存活用計画の作成・認定
（名称及び保持者等、具体的な措置の内容、計画期間等）

国

文化財の類型
指定

強い規制と
手厚い保護措置

登録
幅広く緩やか
な保護措置

有形文化財 建造物、美術工芸品 等 ○ ○

有形の民俗文化財 衣食住の用具 等 ○ ○

無形文化財 芸能、工芸技術 等 ○ 新設

無形の民俗文化財 風俗慣習、民俗芸能、民俗技術等 ○ 新設

［文化財保護の制度］

地方 ［文化財の類型は任意］ ○ 新設

【第76条の７関係】

【第76条の９関係】
【第76条の10～第76条の12関係】
【第76条の13～第76条の17関係】

【第90条の５～第90条の11関係】

【第182条第３項関係】

【第182条の２関係】
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文化財保護法に基づく文化財保存活用大綱・文化財保存活用地域計画・

保存活用計画の策定等に関する指針【概要】

平成30年の文化財保護法（以下「法」という。）の改正により、新たに制度化された（１）都
道府県による文化財保存活用大綱の策定、（２）市町村による文化財保存活用地域計画の作成及
び文化庁長官による認定、（３）市町村による文化財保存活用支援団体の指定、（４）所有者等
による保存活用計画の作成及び文化庁長官による認定等に関して、その作成・推進等が円滑に進
むよう、作成等に当たっての基本的な考え方や具体的な記載事項、留意事項等を示したもの。

○大綱は、各都道府県における文化財の保存・活用の基本的な方向性を明確化し、当該都道府
県内において各種の取組を進めていく上で共通の基盤となるもの。

○大綱には、以下に掲げる内容を基本的な記載事項として定める。

○策定の際は、文化財の専門家や所有者、民間団体関係者、市町村の文化財担当者等の意見を
聴くとともに、関係部局と情報共有を図るなど適切に連携することが望ましい。

○地域計画は、各市町村が目指す目標や中長期的に取り組む具体的な内容を記載した、当該市
町村における文化財の保存・活用に関する基本的なアクション・プラン。

○地域計画には、以下に掲げる内容を記載事項として定める（法第183条の３第２項各号）。

○作成の際は、協議会を設置して多様な関係者の意見を踏まえることが望ましい。協議会には、
都道府県、市町村の都市計画・教育・観光等の関係部局のほか、文化財の保存会やNPO団体、
自治会、大学・高専教員、学芸員等の必要な者が参画できる。また、地方文化財保護審議会
の意見聴取を行うほか、パブリックコメント等により住民意見の反映に努めることが必要。

○文化庁長官の認定を受けるには、以下の基準を満たすことが必要（法第183条の３第５項各号）。

①文化財の保存・活用に関する基本的な方針、②文化財の保存・活用を図るために講ずる措置
③域内の市町村への支援の方針、④防災・災害発生時の対応、⑤文化財の保存・活用の推進体制

（第１号関係）[当該市町村の区域における文化財の保存及び活用に関する基本的な方針]
①当該市町村の概要、②当該市町村の文化財の概要、③当該市町村の歴史文化の特徴、
④文化財の保存・活用に関する課題、⑤文化財の保存・活用に関する方針

（第２号関係）[⑥当該市町村の区域における文化財の保存及び活用を図るために講ずる措置の内容]

（第３号関係）[⑦当該市町村の区域における文化財を把握するための調査に関する事項]

（第４号関係）[⑧計画期間]

（第５号関係）[文部科学省令で定める事項] ⑨文化財の保存・活用の推進体制等

（その他、必要に応じて任意で定めることができる事項）
⑩関連文化財群に関する事項、⑪文化財保存活用区域に関する事項、⑫認定を受けた場合の
事務処理特例の適用を希望する事務の内容、⑬その他の事項

指針の位置付け

（第１号関係）[当該地域計画の実施が文化財の保存及び活用に寄与するものであると認められること]
・計画期間内に実施すべき措置が盛り込まれていること
・それらが文化財の保存・活用に寄与するものであることが合理的に説明されていること

（第２号関係）[円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること]
・措置の実施主体が特定されているか、特定される見込みが高いこと
・措置の実施スケジュールが明確であること
・認定を受けた場合の事務処理の特例の適用を希望する場合には、当該事務の実施に必要な
人員の配置など適切な実施体制が確保されていること

（第３号関係）[大綱が定められているときは、当該大綱に照らして適切なものであること]

１．文化財保存活用大綱

指針の主な内容

２．文化財保存活用地域計画
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○支援団体は、市町村が地域の民間団体と連携・協力していくパートナーシップを結ぶことに
より、地域の多様な主体を文化財に関する各種施策の推進主体として位置付けたもの。

○支援団体には、文化財の保存・活用に取り組む社団法人、財団法人、NPO法人、営利団体（民
間企業等）、法人格を持たない任意の団体などが指定されることが考えられる。

○指定の際は、定款や事業計画書、財務諸表等により、団体の組織・資金等の面を確認するこ
とが必要。また、市町村と支援団体は適正な役割分担のもとに円滑に連携するため、定期的
に意見交換の場を設けるなど、認識の共有を図りながら取組を進めることが望ましい。

○個人・法人が重要文化財や重要文化財・史跡名勝天然記念物として指定された土地を一定の
支援団体に譲渡する場合、譲渡所得の課税の特例等を受けることができる。

○保存活用計画は、個々の国指定文化財及び登録文化財を対象に、所有者・管理団体等が作成
する保存・活用の考え方や具体的な取組の内容を定めた基本的な計画である。

○保存活用計画には、文化財類型に応じた記載事項を定める。

○作成の際は、地方公共団体の文化財担当部局や文化財の専門家等の指導・助言を求めたり、
意見を聴きながら作成することが考えられる。

○文化庁長官の認定を受けるには、以下の基準を満たすことが必要。

【重要文化財（建造物）の場合】
（当該重要文化財に関する基本的な事項）
①当該重要文化財の名称・所在地等、②当該重要文化財の所有者・管理団体等、
③保存活用計画の対象とする区域、④当該重要文化財の概要・価値等

（当該重要文化財の保存及び活用のために行う具体的な措置の内容）
⑤保存の現状と課題、⑥活用の現状と課題、⑦保存管理に関する事項、⑧環境保全に関する
事項、⑨防災・防犯に関する事項、⑩活用に関する事項、⑪保護に関する諸手続

（計画期間）⑫計画期間

（必要に応じて任意で記載する事項）
⑬現状変更又は保存に影響を及ぼす行為（以下「現状変更等」という。）に関する事項、
⑭修理に関する事項

（保存活用計画の実施が文化財の保存及び活用に寄与するものであると認められること）【全類型共通】
・文化財の状況に応じて、計画期間内において実施すべき措置が盛り込まれていること
・それらが文化財の保存・活用に寄与するものであることが合理的に説明されていること

（円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであること）【全類型共通】
・措置の実施主体が特定されているか、特定される見込みが高いこと
・措置の実施スケジュールが明確であること

（大綱又は認定地域計画が定められているときは、これらに照らして適切なものであること）【全類型共通】
・保存活用計画の内容が大綱又は認定地域計画と整合性のとれたものとなっていること

（現状変更等に関する事項が記載されている場合には、その内容が省令で定める基準に適合す
るものであること）【重要文化財、重要有形民俗文化財、史跡名勝天然記念物、登録有形文
化財、登録有形民俗文化財、登録記念物】
・現状変更等の実施方法等が明らかであることや、文化財が毀損するおそれがないことなど

（修理に関する事項が記載されている場合には、その内容が省令で定める基準に適合するものであるこ
と）【重要文化財】
・修理の実施方法等が明らかであることや、文化財が毀損するおそれがないことなど

（公開を目的とする寄託契約に関する事項が記載されている場合には、その内容が省令で定める基準に
適合するものであること）【重要文化財（美術工芸品）、登録有形文化財（美術工芸品）】
・当該寄託契約に、寄託先美術館・博物館で当該美術工芸品を適切に公開する旨の定めがあ
ることや、５年以上の期間にわたって有効な契約であることなど

３．文化財保存活用支援団体

４．保存活用計画
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日岡山古墳群 現地確認予定表 

 

 

１ 神納塚古墳 

  ・古墳時代中期前半の円墳（墳丘 27ｍ、視認不可） 

  ・令和２年度の調査で、周濠の西側半分が残存 

・駐車場のマーキングを確認 

 

 

２ 東車塚古墳 

  ・古墳時代前期後半の円墳（墳丘 38ｍ、視認不可） 

  ・今回の調査で、正確な位置や規模が判明 

（想定されていた場所より、数十ｍ南西側） 

 

 

３ 西車塚古墳 

  ・古墳時代前期後半の円墳（墳丘 32ｍ、視認可） 

  ・今回の調査で、正確な位置や規模が判明 

（現在の墳丘よりひと回り大きい） 

 

 

４ 南大塚古墳 

  ・古墳時代前期後半の前方後円墳（墳丘 90ｍ、視認可） 

 

 

 

５ 西大塚古墳 

  ・古墳時代前期後半の前方後円墳（墳丘 74ｍ、視認可） 
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令和４年度 

東播磨・北播磨地区社会教育・公民館研究大会 開催要項   

１ 趣 旨    社会教育法の改正や、各市町の社会教育施設の運営への指定管理者制度の導

入など、変動する社会情勢の中で社会教育の中心的役割を担う社会教育委員

と公民館職員らが共に任務の重要性を認識し、研修を深め、地域の生涯学習

の振興に資するため、この大会を開催する。 

 

２ 研究テーマ  「公民館活動の活性化と社会教育委員の任務」 

 

３ 日 時    令和４年１０月２０日（木）１３：３０～１５：００（受付１３：００～）  

               

４ 主 催    東播磨・北播磨地区社会教育委員協議会 

         東播磨・北播磨地区公民館連絡協議会 

 

５ 後 援    兵庫県教育委員会播磨東教育事務所 

         高砂市教育委員会 

 

６ 会 場    高砂市文化保健センター 中ホール 

（高砂市高砂町朝日 1 丁目 2－1  〈℡ 079-442-4831〉） 

 

７ 参加者    東播磨・北播磨各市町社会教育委員・同公民館職員及び社会教育関係者  

約７０名 

８ 日 程  

         13:00～  13:30～  13:45～ 13:55～                  14:55   15：00 

 

受 

 

付 

開 

会 

行 

事 

開
催
地
紹
介 

 

講 

 

演 

 

閉 

会 

行 

事 

 

    

        ・開会行事  1３:３０～1３:４５   

       開会のことば    公民館連絡協議会  副会長   岸 本 孝 司 

       挨   拶     社会教育委員協議会 代 表   梶 原 好 博 

       祝   辞     兵庫県教育委員会播磨東教育事務所 

所 長   荒 木 和 仁  様 

               高砂市教育長                 衣 笠 好 一 様 

・開催地紹介 1３:４５～1３:５５ 

 

・講  演  1３:５５～1４:５５ 

       演   題 「スクールカウンセラーから見た子ども・学校・地域」 

       講   師  スクールカウンセラー、臨床心理士、公認心理師  

              中村経子（なかむら のりこ） 氏 

                        

・閉会行事  1４:５５～1５:００       

 閉会のことば   公民館連絡協議会  副会長   大 藤 由 美           
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令和４年度兵庫県社会教育研究大会 開催要項 

 

１ 趣  旨 

県内の社会教育委員及び社会教育関係者が一堂に会し、活動目標「社会の変化や課題

を踏まえた新しい時代の社会教育の在り方の推進」、「豊かな人間関係を育む地域社会の

創造にむけた、社会教育の推進」のもと、県内における活動状況や研究成果を相互に交換

し、社会教育の推進についての課題や社会教育委員の役割、活動について研究協議を行

い、社会教育の振興に資する。 

２ 期  日  令和４年11月30日（水） 13：00～16：00  

        （後日オンデマンド配信：予定期間 １月上旬～３月末） 

３ 会  場  神戸市教育会館大ホール他（神戸市中央区中山手通4丁目10番５号） 

４ 参 加 者  社会教育委員、社会教育関係者等（各市町３名まで） 

 

５ 日  程 

12：30～13：00 受  付 

13：00～13：15 開会行事 あいさつ・日程説明等 

13：15～14：15 講演（大ホール） 

演題  「協働による共創」 

～若者×地域 未来を創るプラットフォーム～」（仮） 

講師  淡路ラボ推進事務局 代表取締役 山中 昌幸 氏 

14：15～14：45 休憩・移動 

14：45～16：00 分科会（大ホール他） 

16:00 閉会 

※ 分科会の会場は、当日お知らせします。（神戸市教育会館会内） 

 

６ 分科会について 

 ○ 第１分科会（地域づくり） 

発表題 地域のまなびの場づくりを考える 

協議の柱 学びの場を充実させるための方策について 

発 表 

宝塚市社会教育委員     大西 登司惠 氏 

伊丹市社会教育委員 会長  波多江 みゆき氏 

川西市社会教育委員 議長  野﨑 洋司 氏 

猪名川町社会教育委員    多田 千景 氏 

三田市文化スポーツ課    上野 耕平 氏 

助 言 宝塚市社会教育委員     種村 文孝 氏 

司 会 宝塚市社会教育委員 議長  西本 望 氏 

記 録 宝塚市教育委員会社会教育課 係長 河本 雄生 氏 

 

○ 第２分科会（学校・家庭・地域の協働） 

発表題 「自らも楽しむ地域活動」 

協議の柱 地域の教育力のさらなる向上について 

発 表 稲美町社会教育委員  増本 仁美 氏 

助 言 加古川市社会教育委員長  後藤 強 氏 

司 会 高砂市社会教育委員  片岡 さわ子 氏 

記 録 播磨町社会教育委員事務局 藤井 丈夫 氏 
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○ 第３分科会（地域づくり） 

発表題 みんながつくる公民館～豊かな人間関係を育む場所づくり～ 

協議の柱 世代、立場を越えて人が集い学ぶ場所づくり 

発 表 姫路市立勝原公民館 元館長 吉井 さと子氏 

助 言 姫路市社会教育委員     尾﨑 公子 氏 

司 会 姫路市生涯学習課 課長補佐 儀武 裕子 氏 

記 録 姫路市生涯学習課 主任   濵口 郁央 氏 

 

７ 参加申込みについて 

 （１） 下記ＵＲＬ又はＱＲコードより申込みフォームへ接続いただき、令和４年 11 月 

17 日（木）までに、参加登録をお願いします。 

（１つの申込みフォームで、３名まで登録可能です。） 

（２） 登録が完了しましたら、登録いただいたメールアドレスへ登録完了のメールが 

自動送信されますので、ご確認をお願いします。登録翌日にもメールが届かない 

場合は、再度ご登録いただくか、担当までご連絡をお願いします。 

 （３） 参加分科会について、第２希望の分科会へのご参加をお願いする場合のみ、前 

日までにご登録いただいたメールアドレスあて連絡します。連絡がない場合は、 

第１希望の分科会へご参加ください。 

 

 （申込みフォームＵＲＬ） 

   https://www.e-hyogo.elg-front.jp/hyogo/uketsuke/form.do?acs=kenkyuutaikai 
 

 

 ８ その他 

  ・ 当日は、入口での検温や手指の消毒、マスクの着用等、新型コロナウイルス感染 

症拡大防止にご協力願います。また、体調が優れない場合は、来場でのご参加をお 

控えいただき、後日予定している、オンデマンド配信の期間にご視聴願います。 

〔問合せ先〕 

兵庫県社会教育委員協議会事務局 

〒650-8567 神戸市中央区下山手通 5-10-1 

兵庫県教育委員会事務局社会教育課内（担当：稲家） 

     Tel 078-362-3782  Fax 078-362-3927 

E-Mail Fukuko_Inaya@pref.hyogo.lg.jp 
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